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（１） 19,800 戸

（２） 8,223,684 ㎥

（３） 144,118 千円

3,022,443 千円

1,333,398 千円

1,689,044 千円

1 千円

2,609,300 千円

2,045,473 千円

552,819 千円

10,008 千円

1,000 千円

対し不足する額1,309,752千円は、過年度分損益勘定留保資金762,939千円及び当年度分

損益勘定留保資金546,813千円で補塡するものとする。）。

第 ３ 項 特 別 損 失

第 ４ 項 予 備 費

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

支 出

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用

第 １ 項 営 業 費 用

第 ２ 項 営 業 外 費 用

第 １ 項 営 業 収 益

第 ２ 項 営 業 外 収 益

第 ３ 項 特 別 利 益

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

排 水 戸 数

年 間 総 排 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業 管渠整備事業等

議案第16号

平成26年度天理市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 平成26年度天理市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
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452,243 千円

55,449 千円

382,097 千円

4,697 千円

10,000 千円

1,761,995 千円

241,593 千円

10,000 千円

1,505,684 千円

4,718 千円

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（１）　収益的支出における各項間の流用

（２） 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（１） 128,325 千円

千円である。

提 出

天 理 市 長 並 河 健

平 成 26 年 ３ 月 ４ 日

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以

外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費

（他会計からの補助金）

第８条 下水道事業運営を助成するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、1,615,184

（一時借入金）

第５条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第 ２ 項 長 期 貸 付 金

第 ３ 項 企 業 債 償 還 金

第 ４ 項 そ の 他 資 本 的 支 出

第 ４ 項 そ の 他 資 本 的 収 入

支 出

第 １ 款 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出

第 １ 項 建 設 改 良 費

第 １ 項 負 担 金

第 ２ 項 補 助 金

第 ３ 項 長 期 貸 付 金 回 収 金

収 入

第 １ 款 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入
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うち、仮受消費税及び地方消費税
96,119千円

収 益 １ 営 業 収 益 1,333,398

１ 下 水 道 使 用 料 1,297,269 下水道使用料収入

２ 他 会 計 負 担 金 35,975 一般会計からの負担金

３ そ の 他 営 業 収 益 154 手数料等

２ 営業外収益 1,689,044

１ 受 取 利 息 100 預金利息

２ 他 会 計 補 助 金 1,273,087 一般会計からの補助金

３ 県 補 助 金 11,070 農業集落排水施設事業に対する助成金

４ 長 期 前 受 金 戻 入 404,428
補助金等により取得した固定資産の償却
見合額

５ 雑 収 益 359 占用料等

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

うち、仮払消費税及び地方消費税
53,057千円、納税額35,067千円

費 用 １ 営 業 費 用 2,045,473

下水道管及び付属設備の維持管理に
要する費用
農業集落排水処理施設の維持管理に
要する費用

３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 8,357 雨水ポンプ場維持管理に要する費用

４
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金 574,527 県の処理場への排水処理費用

５ 業 務 費 55,669
下水道使用料の徴収等の業務に
要する費用

６ 総 係 費 96,039 事業活動全般に関連する費用等

７ 減 価 償 却 費 1,225,534 固定資産の償却費用

２ 営業外費用 552,819

１ 支 払 利 息 517,752 企業債及び一時借入金に対する利息

２ 消費税及び地方消費税 35,067

３ 特 別 損 失 10,008

１ 過年度損益修正損 1,396

２ そ の 他 特 別 損 失 8,612
平成26年6月支給の期末勤勉手当、法定福
利費のうち平成25年12月～平成26年３月分

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

平成26年度天理市下水道事業会計予算実施計画

 収益的収入及び支出

収 入

款 項 目 備 考予定額 （千円）

備 考目

65,306

20,041

管 渠 費

農業集落排水施設
維 持 費

１

２

１ 下水道事業 3,022,443

１ 下水道事業 2,609,300

支 出

款 項 予定額 （千円）
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資本的収入 1 負 担 金 55,449

１ 受 益 者 負 担 金 1,609

２ 工 事 負 担 金 53,840

2 補 助 金 382,097

１ 他 会 計 補 助 金 342,097 一般会計からの補助金

２ 国 庫 補 助 金 40,000

3 長期貸付金 4,697

回 収 金 １
長 期 貸 付 金
回 収 金 4,697 水洗便所改造資金貸付金回収金

4 そ の 他 10,000

資本的収入 １
そ の 他
資 本 的 収 入 10,000

基金からの水洗便所改造資金貸付金の
原資受入

うち、仮払消費税及び地方消費税
15,755千円

資本的支出 １ 建設改良費 241,593

１ 公共下水道整備費 41,000 下水道管整備工事費等

２
公 共 下 水 道
長 寿 命 化 整 備 費 94,618 下水道管整備工事費等

３
特 定 環 境 保 全
公共下水道整備費 8,000 下水道管整備工事費等

４
農業集落排水施設
整 備 費 500 下水道管整備工事費等

５
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 52,679 県の汚水処理施設建設負担金

６ リ ー ス 債 務 費 395

７ 職 員 給 与 費 22,209

８ 固 定 資 産 購 入 費 22,192

２ 長期貸付金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000 水洗便所改造資金貸付金

３ 企 業 債 1,505,684

償 還 金 １ 企 業 債 償 還 金 1,505,684 企業債償還元金

４ そ の 他 4,718

資本的支出 １
そ の 他
資 本 的 支 出 4,718 貸付金回収金を基金へ等

 資本的収入及び支出

収 入

１ 下水道事業 1,761,995

１ 下水道事業 452,243

目 予定額 （千円）項

支 出

款

備 考目

備 考

款 項 予定額 （千円）
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 404,428

減価償却費 1,225,534

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,748

退職給付引当金の増減額（△は減少） △574

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,568

長期前受金戻入額 △404,428

受取利息 △100

支払利息 517,752

未収金の増減額（△は増加） 4,764

未払金の増減額（△は減少） 2,425

預り金の増減額（△は減少） 16,530

その他流動資産の増減額（△は増加） 57

小計 1,781,704

利息の受取額 100

利息の支払額 △517,752

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,264,052

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △172,961

無形固定資産の取得による支出 △48,777

長期貸付金による支出 △10,000

基金へ長期貸付回収金の支出 △4,697

補助金、負担金等による収入 90,902

長期貸付金の回収による収入 4,697

基金から長期貸付金原資受入による収入 10,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △130,836

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,505,684

リース債務の返済による支出 △366

他会計からの出資による収入 342,097

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,163,953

資金減少額 30,737

資金期首残高 729,315

資金期末残高 698,578

平成26年度天理市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

(平成26年４月1日から平成27年３月31日まで)
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法 定

報酬 給料 賃金 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 1 )
10

( 0 )
3

( 1 )
13

( 1 )
9

( 0 )
3

( 1 )
12

( 0 )

( 0 )

( 0 )

管 理 職 時 間 外
手 当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 3,185 594 867 5,021 18,202 60

前年度 3,204 0 898 5,211 14,867 60

比   較 △ 19 594 △ 31 △ 190 3,335 0

（千円）

本年度 0

前年度 11,277

比   較 △ 11,277

260 90

120 114

140 △ 24

区   分
児童手当

管理職員特
退職手当

別勤務手当

（千円） （千円）

4,488 1,878 7,973

△ 84 △ 60 1,903

緊急手当

（千円） （千円） （千円）

4,404 1,818 9,876

△ 5,242
1

手当の内訳

区   分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

△ 1,871
0

合 計 0 △ 41 △ 247 0 △ 5,713 △ 6,001 759

△ 3,371
1

資本勘定支弁職員 0 0 △ 1,367 0 130 △ 1,237 △ 634

133,567

比

較

損益勘定支弁職員 0 △ 41 1,120 0 △ 5,843 △ 4,764 1,393

5,230 25,718

合 計 0 242 57,698 1,368 50,090 109,398 24,169

88,910 18,939 107,849

資本勘定支弁職員 0 0 12,417 0 8,071 20,488

103,397 24,928 128,325

前

年

度

損益勘定支弁職員 0 242 45,281 1,368 42,019

合 計 0 201 57,451 1,368 44,377

104,478

資本勘定支弁職員 0 0 11,050 0 8,201 19,251 4,596 23,847

（千円）

本

年

度

損益勘定支弁職員 0 201 46,401 1,368 36,176 84,146 20,332

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　括

区 分

職　 員　 数 給 与 費
合 計

特別職 一般職

（人） （人）
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13 人 0 人 13 人

11 人 1 人 12 人

2 人 △ 1 人 1 人

新陳代謝等に

係 る 増 減 分

△ 1 人

3 人

△ 4 人

3 人

△ 11,575

大 学 卒 172,200 172,200

（２） 初任給

区　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職　　（円） 一般会計の制度　　行政職（円）

高 校 卒 140,100 140,100

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 46.7

平 成 24 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 380,011

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 468,967

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 50.6

手 当 △ 5,713

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

平 成 25 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 324,855

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 403,528

そ の 他 の 増 減 分

本年度

３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 5,862
賞 与 引 当 金
新 設 に よ る
増 加 分

期末手当　3,737千円

勤勉手当　2,125千円

 25年度市長部局からの出向者数

 25年度水道事業会計への異動者数

そ の 他 の 増 減 分

給 料
増 減

 25年度市長部局への出向者数

（うち再任用1名）

平均昇給率　　1.64％

△ 798

職員数の異動状況

現 に 在 職
そ の 他 計

する職員数

前年度

採用、退職の状況等

 25年度水道事業会計からの異動者数

△ 247

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 0

給与改定の状況（前年度）

昇 給 に 伴 う 増 加 分 551

２　給料及び手当の増減額の明細（一般職）

区 分
増減額

増減事由別内訳（千円） 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
（千円）
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( 0 ) － )
1 7.7

( 0 ) － )
2 15.4

( 0 ) － )
1 7.7

( 0 ) － )
2 15.4

( 0 ) － )
4 30.7

( 0 ) － )
2 15.4

( 0 ) － )
1 7.7

( 0 ) － )
0 0.0

( 0 ) － )
13 100.0

( 1 ) 100.0 )
1 8.3

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 0 ) 0.0 )
4 33.4

( 0 ) 0.0 )
3 25.0

( 0 ) 0.0 )
3 25.0

( 0 ) 0.0 )
1 8.3

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 1 ) 100.0 )
12 100.0

１ 級 ２ 級 ４ 級 ７ 級

（Ａ） （人） 13

（Ｂ） （人） 7

２号給 （人）

４号給 （人） 7

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 54

（Ａ） （人） 12

（Ｂ） （人） 7

２号給 （人）

４号給 （人） 7

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 58

本
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

前
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

局   長

（４） 昇給

区 分 企　　　　業　　　　職

企         業         職 主　事 主　事 主　査
係   長
主   任
主 　査

課長補佐

８ 級
(

計
(

局次長
課   長
主   幹

 （級別の標準的な職務内容）

区                     分 ３ 級 ５ 級 ６ 級

(

５ 級
(

６ 級
(

７ 級
(

計
(

平成24年12月１日現在

１ 級
(

２ 級
(

３ 級
(

４ 級

(

６ 級
(

７ 級
(

８ 級
(

平成25年12月１日現在

１ 級
(

２ 級
(

３ 級 (

４ 級
(

５ 級

（３） 級別職員数

区 分
企 業 職

級 職　員　数　（人） 構　成　比　（％）
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地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

（８） その他の手当

区　　　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

一 般 会 計

27.025 36.57 52.44 52.44
定年前早期退職特別措置の 制 度

（２％～45％加算）
（支給率等）

支 給 率 等 27.025 36.57 52.44 52.44 一般会計の制度と同じ

その他の加算措置等 備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

（７） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

有
一 般 会 計 ( 0.975 ) （ 1.125 ） (2.10)

の 制 度 1.9 2.05 3.95

前 年 度 有
( 0.975 ) （ 1.125 ） (2.10)

1.9 2.05 3.95

（月分） の級等による加算措置

本 年 度 有
( 0.975 ) （ 1.125 ） (2.10)

1.9 2.05 3.95

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 緊　急　手　当

（６） 期末手当・勤勉手当

区　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計 職制上の段階、職務
備 考

６ 月 （月分） 12 月 （月分）

支給対象職員の比率（平成25年12月１ 日現 在） （％） 30.76

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額 （円） 2,500

（５） 特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.10
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

1

（１）

イ 137,329

ロ 190,958
24,928 166,030

ハ 42,899,382
5,279,308 37,620,074

ニ 1,308,041
340,296 967,745

ホ 2,550
425 2,125

ヘ 5,115
1,130 3,985

ト 712

471 241

チ 1,665

38,899,194

（２）

イ 176

ロ 260

ハ 1,899,049

1,899,485

（３）

イ 19,656

ロ 30,344

50,000

40,848,679

２

（１） 698,578

（２） 137,191

△ 6,568 130,623

829,201

41,677,880

建 物
減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

平成26年度天理市下水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 2７ 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

地 上 権

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

長 期 貸 付 金

基 金

無形固定資産合計

投 資

投 資 合 計

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

（１）

イ 19,587,697

19,587,697

（２） 73

（３）

イ 38,937

38,937

19,626,707

４

（１）

イ 1,532,625

1,532,625

（２） 273

（３） 43,877

（４）

イ 8,748

8,748

（５）

イ 44,149

44,149

1,629,672

５

（１） 13,438,306

（２） △ 404,428

13,033,878

34,290,257

６ 3,455,779

７

（１）

イ 1,381

ロ 167,432

ハ 18,025

186,838

（２）

イ 3,745,006

3,745,006

3,931,844

7,387,623

41,677,880

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

負     債     の     部

固 定 負 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

流 動 負 債

未 払 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

その他流動負債

預 り 金

その他流動負債合計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資     本     の     部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

１

（１） 1,220,093

（２） 58,820

（３） 122 1,279,035

２

（１） 132,450

（２） 29,366

（３） 10,041

（４） 546,038

（５） 36,420

（６） 103,829

（７） 1,216,216

（８） 5 2,074,365

795,330

３

（１） 100

（２） 1,320,711

（３） 33,000

（４） 165 1,353,976

４

（１） 556,469

（２） 734 557,203 796,773

1,443

５

（１） 1 1

６

（１） 1,449 1,449 △ 1,448

5

306,576

306,581

管 渠 費

平成25年度天理市下水道事業予定損益計算書

（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

営 業 費 用

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

農 業 集 落 排 水 施 設 維 持 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

業 務 費

流域下水道維持管理負担金

営 業 損 失

減 価 償 却 費

総 係 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 収 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

他 会 計 補 助 金

当 年 度 純 損 失

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 取 利 息

県 補 助 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損
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(消費税及び地方消費税抜き)

（単位：千円）

1

（１）

イ 137,329

ロ 190,958
19,390 171,568

ハ 42,743,237
4,213,412 38,529,825

ニ 1,289,292
266,395 1,022,897

ホ 1,383
202 1,181

ヘ 4,481
220 4,261

39,867,061

（２）

イ 176

ロ 260

ハ 1,928,867

1,929,303

（３）

イ 14,353

ロ 35,647

50,000

41,846,364

２

（１） 729,315

（２） 144,497

873,812

42,720,176

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

長 期 貸 付 金

基 金

投 資 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

平成25年度天理市下水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 26 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地
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３

（１） 39,511

39,511

４

（１） 35,996

（２）

イ 27,619

27,619

63,615

103,126

５

（１） 3,113,682

（２）

イ 22,626,006

22,626,006

25,739,688

６

（１）

イ 1,973,013

ロ 369,350

ハ 11,356,050

ニ 1,336,898

ホ 2,022,721

ヘ 94,512

ト 31,399

17,183,943

（２）

イ 306,581

306,581

16,877,362

42,617,050

42,720,176

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

当年度未処理欠損金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

受 益 者 負 担 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

借 入 資 本 金

企 業 債

借 入 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資     本     の     部

資 本 金

自 己 資 本 金

その他流動負債合計

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

その他流動負債

負     債     の     部

固 定 負 債
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１ 下 水 道 事 業 3,022,443

収 益
１ 営 業 収 益 1,333,398

１ 下 水 道 使 用 料 1,297,269

1 下 水 道 使 用 料 1,297,269

２ 他 会 計 負 担 金 35,975

1 他 会 計 負 担 金 35,975

３ そ の 他 営 業 収 益 154

1 手 数 料 152

2 雑 収 益 2

２ 営 業 外 収 益 1,689,044

１ 受 取 利 息 100

1 預 金 利 息 100

２ 他 会 計 補 助 金 1,273,087

1 他 会 計 補 助 金 1,273,087

３ 県 補 助 金 11,070

1 県 補 助 金 11,070

４ 長 期 前 受 金 戻 入 404,428

1 長 期 前 受 金 戻 入 404,428

５ 雑 収 益 359

1 雑 収 益 359

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1

平成26年度天理市下水道事業会計予算説明書

節

 収益的収入及び支出

金  額 （千円）

収 入

款 項 目
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１ 下 水 道 事 業 2,609,300

費 用
１ 営 業 費 用 2,045,473

１ 管 渠 費 65,306

1 給 料 9,496

2 手 当 5,441

3 賞与引当金繰入額 1,221

4 法 定 福 利 費 3,227

5 旅 費 10

6 被 服 費 21

7 備 消 耗 品 費 641

8 燃 料 費 205

9 印 刷 製 本 費 70

10 通 信 運 搬 費 110

11 委 託 料 13,083

12 賃 借 料 916

13 修 繕 費 28,197

14 動 力 費 2,301

15 材 料 費 100

16 負 担 金 17

17 雑 費 250

２ 農業集落排水施設 20,041

維 持 費
1 備 消 耗 品 費 50

2 燃 料 費 80

3 光 熱 水 費 87

4 通 信 運 搬 費 219

5 委 託 料 14,453

6 修 繕 費 1,560

7 動 力 費 3,489

8 薬 品 費 50

9 負 担 金 9

10 保 険 料 44

金  額 （千円）

支 出

款 項 節目
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３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 8,357

1 備 消 耗 品 費 10

2 光 熱 水 費 146

3 通 信 運 搬 費 87

4 委 託 料 6,371

5 修 繕 費 735

6 動 力 費 969

7 保 険 料 39

４ 流 域 下 水 道 574,527

５ 業 務 費 55,669

1 印 刷 製 本 費 202

2 通 信 運 搬 費 2,427

3 委 託 料 46,059

4 賃 借 料 363

5 修 繕 費 50

6 貸倒引当金繰入額 6,568

６ 総 係 費 96,039

1 給 料 36,905

2 手 当 19,100

3 賞与引当金繰入額 5,862

4 賃 金 1,368

5 報 酬 201

6 法 定 福 利 費 14,683

7 旅 費 197

8 被 服 費 321

9 備 消 耗 品 費 1,240

10 燃 料 費 25

11 光 熱 水 費 753

12 印 刷 製 本 費 748

1 負 担 金 574,527

項款 目 節

維 持 管 理 負 担 金

金  額 （千円）
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13 通 信 運 搬 費 357

14 委 託 料 5,456

15 賃 借 料 907

16 修 繕 費 1,160

17 研 修 費 17

18 食 糧 費 11

19 厚 生 費 237

20 負 担 金 715

21 庁舎管理等負担金 4,763

22 保 険 料 512

23 雑 費 501

７ 減 価 償 却 費 1,225,534

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用 552,819

１ 支 払 利 息 517,752

1 企 業 債 利 息 517,293

2 一 時 借 入 金 利 息 450

3 リ ー ス 支 払 利 息 9

２ 消 費 税 及 び 35,067

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

３ 特 別 損 失 10,008

１ 過年度損益修正損 1,396

1 過年度損益修正損 1,396

２ そ の 他 特 別 損 失 8,612

1 そ の 他 特 別 損 失 8,612

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

節

1

2

1

78,595

金  額 （千円）款 目

地 方 消 費 税

項

1,146,939

35,067
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１ 下 水 道 事 業 452,243

資 本 的 収 入
１ 負 担 金 55,449

1 受 益 者 負 担 金 1,609

1 受 益 者 負 担 金 1,609

２ 工 事 負 担 金 53,840

1 工 事 負 担 金 53,840

２ 補 助 金 382,097

１ 他 会 計 補 助 金 342,097

1 他 会 計 補 助 金 342,097

２ 国 庫 補 助 金 40,000

1 国 庫 補 助 金 40,000

３ 長 期 貸 付 金 4,697

回 収 金
１ 長 期 貸 付 金 4,697

水洗便所改造資金
貸 付 金 回 収 金

４ そ の 他 10,000

資 本 的 収 入
１ そ の 他 10,000

そ の 他
資 本 的 収 入

1

1

項 金  額 （千円）

収 入

節款 目

資 本 的 収 入

 資本的収入及び支出

10,000

回 収 金
4,697
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１ 下 水 道 事 業 1,761,995

資 本 的 支 出
１ 建 設 改 良 費 241,593

１ 公共下水道整備費 41,000

1 管 渠 整 備 費 27,000

2 桝 設 置 費 14,000

２ 公 共 下 水 道 94,618

長 寿 命 化 整 備 費
1 管 渠 整 備 費 71,700

2 調 査 設 計 委 託 料 16,000

3 補 償 費 6,918

３ 特 定 環 境 保 全 8,000

公共下水道整備費
1 管 渠 整 備 費 3,000

2 桝 設 置 費 5,000

４ 農業集落排水施設 500

整 備 費
1 桝 設 置 費 500

５ 流 域 下 水 道 52,679

流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

６ リ ー ス 債 務 費 395

1 リ ー ス 債 務 費 395

７ 職 員 給 与 費 22,209

1 給 料 11,050

2 手 当 6,851

3 法 定 福 利 費 4,308

８ 固 定 資 産 購 入 費 22,192

1 機 械 及 び 装 置 19,748

2
工 具 、 器 具
及 び 備 品 費

684

3 車 両 及 び 運 搬 具 1,260

4 調 査 設 計 委 託 料 500

２ 長 期 貸 付 金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000

水 洗 便 所 改 造
資 金 貸 付 金

1

金  額 （千円）

1 52,679建 設 負 担 金

款 項 節目

支 出

10,000
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３ 企業債償還金 1,505,684

１ 企 業 債 償 還 金 1,505,684

1 企 業 債 償 還 金 1,505,684

４ そ の 他 4,718

資 本 的 支 出
１ そ の 他 4,718

そ の 他
資 本 的 支 出

款 項 目 節 金  額 （千円）

1 4,718資 本 的 支 出
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注記

Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　(リース資産を除く。)

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 50年

構築物 50年

機械及び装置 10年～30年

車両及び運搬具  5年

工具、器具及び備品  3年～5年

無形固定資産　(リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権 50年

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

２ 引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

貸倒引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

検討し、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

（１）

（２）

（３）

（１）

（２）

（３）

当年度より、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。

職員の期末手当、勤勉手当及びそれに伴う法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収可能性を

- 22 -



Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

重要な非資金取引

Ⅲ． 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

２ 引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

Ⅳ． リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース取引の処理方法

Ⅴ． その他の注記

１ 補助金等により取得した固定資産の償却制度等の変更に伴う経過措置

新会計基準への移行処理に伴い、当年度計上したファイナンス・リース取引に係る

資産及び負債の額はそれぞれ712千円である。

貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む。)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は6,804,614千円

である。

平成26年度において、退職手当として574千円を支給することとなったため、

（１）

把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良

したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理

している。

退職給付引当金574千円を使用する。

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理を行っている。

平成26年３月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で

現に資本剰余金として整理している額については、平成26年３月31日以前に取得

又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に
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